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21世紀末の気温変化は？ 

出典：IPCC AR5 WG1 SPM 気象庁確定訳 

このままでは 
2100年には 

4度程度上昇の予測 

過去130年に 
0.85度上昇した 

気温上昇を 
2度未満に抑える道もある 



2度未満に抑える道は残されているが， 

2050年に世界のGHGｶﾞｽを 40～70％削減(2010年比） 

2100年には排出をゼロかマイナスに 

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 



IPCCは、2度未満に抑えることは可能と言及 

カギはエネルギー部門の変革 

2030年には22％、 2050年にはエネルギーの60％が 
低炭素エネルギーから供給 

低炭素エネルギー（再生可能エネルギー、原子力、CCS)  

出典：IPCC AR5 WG3 SPM 



COP21パリ会議 『パリ協定』 成立！ 

2015年12月 

ＣＯＰ21 会場（パリ、2015年12月） 



一目でわかるパリ協定！（科学と整合！） 

1. 気温上昇を2度（1.5度）に抑えるために、今世紀後半に人間活動
による排出ゼロをめざす目標を持つ初めての協定 

2. 先進国・途上国問わずすべての国が削減に取り組むが、そのため
には途上国への資金と技術支援を一部義務とした 

3. 世界が本気で温暖化対策を進める意思を持つことを表すために、
法的拘束力を持つ協定とした 

4. ただし、厳しすぎて協定から抜ける国を作らないために、目標達成
は義務としなかった 

5. 目標達成を促すため、同じ制度の下で、算定・報告・検証させて、
国際的に達成状況をさらす仕組み 

6. 今の削減目標では2度は達成できないが、今後達成できるように、
5年ごとという短いサイクルで、目標を改善していく仕組み 

7. 主な対策を、各国に国内で整備することを義務としており、多大な
る宿題を各国に課している     

＊ただし、詳細ルールの多くを先送りしているため、 

今度の交渉で実効力を確保していくことが必要 



出典:Climate Action Tracker 

現状の国別目標の総計では、2度未満には全く届かない 



第１貢献期間 
削減実施・報告・検証 

カンクン合意＋削減深化 

 パ リ 協 定 

5年ごとに目標を改善する仕組み 

2025/
2030

年削
減 
目標 
案 
提出 

目標案
の促進
的対話
(2018) 

2030年 
目標 

 
提出 

& 
更新 第２貢献期間 

削減実施・報告・検証 

第３貢献期間 
削減実施・報告・検証 

2035年
削減 
目標 
案 
提出 

2040年
削減 
目標 
案 
提出 

2025年目標（米など） 
2030年目標（その他日本含む） 
目標年の違いは、 

ここで5年ごとに収れんさせていく 

全体の 

科学的
進捗評
価 

(2028) 

全体の 

科学的
進捗評
価 

(2033) 

全体の 

科学的
進捗評
価 

(2023) 

なぜ5年サイクルが
重要？⇒ 

短いサイクルで目標
を改善する機会を多
く作り、なるべく大幅
な削減を進めるため 

2015                  2020                     2025                     2030                 2035   
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「脱炭素化」を掲げるパリ協定の遠慮深謀

（出所） Climate Action Tracker (www.climateactiontracker.org；2016年11月6日のデータ）よりWWFジャパン作成。
 ※いずれのシナリオも中央値を使用。 

2050年に向けた長期

的な削減戦略を掲げる
ことによって、5年ごと

に新削減目標を刻んで
脱炭素化へ 

http://www.climateactiontracker.org/
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パリ協定における長期戦略に関する記載 
 
パリ協定4条19項 
• 全ての締約国は、長期的な温室効果ガスの低排出型の発
展のための戦略を作成し、及び通報するよう努力すべき 

COP21決定19条 
• 今世紀半ばの長期的な温室効果ガスの低排出型の発展
のための戦略（以降長期戦略と呼ぶ）を2020年までに提出
することを招請 
 

G7伊勢志摩首脳宣言 

「我々は、2020 年の期限に十分先立って今世紀半ばの温室
効果ガス低排出型発展のための長期戦略を策定し、通報する
ことにコミットする。」 
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既に カ国が国連に提出（ 年 月 日現在）

（出所） UNFCCC事務局のウェブサイト（ｃ） 



 12 出典：経産省（2017）長期地球温暖化対策プラットフォーム「国内投資拡大タスクフォース」最終整理（案） 

経産省資料から見る主要各国の長期戦略 
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出典：環境省（2017）長期低炭素ビジョン（素案）参考資料集 

環境省資料から見る主要各国の長期戦略 
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環境省資料から見る主要各国の長期戦略 

出典：環境省（2017）地球温暖化対策を始めとする最近の動向（H29年2月10日版） 
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日本の場合は？並行して走る2つの長期戦略議論 

環境省 

経産省 

長期低炭素ビジョン小委員会 

長期地球温暖化対策プラットフォーム 

2017年3月＆4月に最終案を発表 

官邸の調整？ 
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環境省 

長期低炭素ビジョン（素案）概要 
http://www.env.go.jp/council/06earth/y060-135/mat03_2.pdf 

 

経産省 

⻑期地球温暖化対策プラットフォーム 

「国内投資拡大タスクフォース」最終整理（案） 
www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_

platform/kokunaitoushi/pdf/008_04_00.pdf 

 

長期地球温暖化対策プラットフォーム 

「海外展開戦略タスクフォース」中間整理 
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ond

anka_platform/kokunaitoushi/pdf/008_04_00.pdf 

日本の長期戦略 

http://www.env.go.jp/council/06earth/y060-135/mat03_2.pdf
http://www.env.go.jp/council/06earth/y060-135/mat03_2.pdf
http://www.env.go.jp/council/06earth/y060-135/mat03_2.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_platform/kokunaitoushi/pdf/008_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_platform/kokunaitoushi/pdf/008_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_platform/kokunaitoushi/pdf/008_04_00.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/ondanka_platform/kokunaitoushi/pdf/008_04_00.pdf
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環境省と経産省の長期戦略案、際立つ違い 

環境省案 経産省案 

基本スタンス 取り組むべきは「今」 
・カーボンバジェットの観点 
・ロックインの回避 
・予防的アプローチ 

不確実性を踏まえた対応 
・科学（気候感度） 
・将来の産業構造、経済社会 
・国際情勢（囚人のジレンマ） 

必要なイノベー
ション 

・経済・社会システムの変革 
・技術 
・ライフスタイル 

・エネルギー環境技術の革新的開発 

カーボンプライシ
ング（炭素の価格
付け） 

肯定 
・市場の活力を最大限活用、低炭素
化へ向けた競争力強化 
・イノベーションの加速化に向けた
市場環境の整備 

否定 
・暗示的な炭素価格は高額（炭素税等だ
けではなく、エネルギー本体価格を含む） 
・すでに省エネ大国で限界削減費用高額 
・温暖化対策に必要な原資を奪う 

国内・海外 国内対策が本命 
・パリ協定下では、2050年一人当た
り排出量は1.4～2.8トン、日本は約
81～91％削減（13年比）が必要 
・国内対策はコストではなく新たな成
長のための投資 

海外貢献が主流 
・日本の排出量シェアは2.8％ 
・グローバルバリューチェーンを通じた削
減（低炭素・⾼効率素材による使⽤段階で

のCO2削減等） 

定量目標 低炭素電源（再エネ、CCS付火力、
原発）が発電電力量の9割 

出所：環境省・経産省案を元にWWFジャパン作成 
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出典：環境省（2017）長期低炭素ビジョン（素案）参考資料集 
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出典：環境省（2017）長期低炭素ビジョン（素案）参考資料集 
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80％削減には、熱燃料需要の電化がカギ 

出典：環境省（2017）長期低炭素ビジョン（素案）参考資料集 
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5か国の長期戦略（電力・カーボンプライシングに注目） 

国 アメリカ カナダ ドイツ フランス メキシコ 

2050年
目標値 

▲80％以上 
（2005年比） 

▲80％以上 
（2005年比） 

▲80～95% 
（1990年⽐） 
2030年▲55％ 

▲75％ 
（1990年⽐） 
2030年▲40％ 

▲50% 
（2000年⽐） 

電力 ・電化の促進 

・複数のシナ
リオ分析実
施：標準シナ
リオMCSでは、
再エネ55％、
原発17％、
CCUS付き火
力20％（残り
8％？） 

・電化の推進 
・すでに80％が

低炭素電源
（水力・原発
等） 

・特に水力と風
力の拡大可能
性についてコ
スト効率的に
拡大可能性大 

・2030年に向

けて初めてセ
クター別割り
当て発表：エ
ネルギーは
▲61～62％ 
・2050年電力
はほぼ再エネ 

・再エネ開発 

・新規火力発
電への投資回
避 

少なくとも
50％のエネ

ルギー源は
クリーンエネ
ルギー 
（20年後電源

の少なくとも
40％はクリー

ンエネル
ギー） 

カーボン
プライシ
ング 

・2017年以降、

効果的な炭素
価格導入。 
・CO2トン当た
り20ドルから
順次引き上げ 

・イノベーション
のためにカー
ボンプライシン
グは重要な要
素 

・ETSの強化 
・2050年目標

達成を可能と
する税の開発 

・炭素価格
2020年56€、
2030年100€
（t/Co2)に引き
上げ 

・市場メカ拡
大 
・GHG排出量

価格を鑑み
たエネルギー
価格の設定 

出所：UNFCCC長期戦略からWWFジャパン作成 
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日本の2050年長期戦略は？ 
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出典：経産省長期エネルギー需給見通し（平成27年7月） 

日本の電力の絵姿は？ 

日本の2030年度の電力の需給構造 

低炭素電源：42～44％ （→ 2050年：9割へ？） 
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温暖化対策の矛盾が発生？ 

• 石炭火力発電の新設計
画が相次ぐ   

• 新規の建設は、計48基
（計2284.6万kW） 

• これらが全て建設されれ
ば、推計で年間1億
3707.6万トンのCO2の
排出 

• いったん建設されれば40

年稼働？ 
※ 2030年削減目標ですら7000万トン超過す
る可能性（環境省資料） 

 
2050年GHG80％減は不可能となってしまう 

出典：気候ネットワークsekitan.jp 



出典：九州電力PR 

現実は先をいっている！ 

日本で一か月の再エネ20％(kWh)を達成した九電（2016年5月） 
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日本社会は全く違うフェーズに入る

（出所） 【過去】総務省統計局（2016）「人口推計の結果の概要」（http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.htm） 
 【将来】国立社会保障・人口問題研究所（2012年）「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」 

（http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/sh2401top.html） 
 上記2つよりWWFジャパン作成。 

▶ ピーク時（2015年）から、2060年にかけて約3割減 
▶ 1950年代の人口水準に 

http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.htm#series
http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/sh2401top.html
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日本の長期戦略への示唆 

・明確なビジョンを示してこそ、日本の産業に最も必要
なシグナルを明示することになる 

・長期目標に向かってバックキャスティングしていくこと 

・国内対策はいずれにしても必須：技術力ある日本が
リードできる環境作りを、まず国内で実現 

・イノベーションは、革新的技術の開発を進めることだ
けではなく、今の社会を脱炭素化へ向けて改革していく
ことこそ喫緊の課題 

・具体策があるか？有力なツールとしてカーボンプライ
シング（炭素含有量に応じた価格付け：炭素税・排出量
取引制度等）の導入を通じた市場の活用 

・多様なステークホルダーの関与を確保するプロセス 



WWF気候変動・エネルギーグループ 

climatechange@wwf.or.jp 

「地球温暖化は解決できるか 

～パリ協定から未来へ～」 
小西雅子著 

岩波ジュニア新書837 

非常に複雑化している地
球温暖化とエネルギーを

めぐる全体像を、 
一冊で「わかった！」 
と理解が進む本♪ 


